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1 ．はじめに

　HR テクノロジー（以下，HR テック）とは，

HR（Human Resources：人的資源）とテクノ

ロジー（Technology：技術）を組み合わせた

造語である。企業における人材の採用，配置，

評価，育成など，人事領域の業務を改革する手

法として注目されている。

　これまで人事の施策や制度は組織を対象に一

律に設定されてきた。人事管理も人事担当者の

経験と感覚に頼った決定がなされ，その過程は

「ブラックボックス」であることが多かった。

しかし，このような方法では個々の従業員の能

力やスキルを十分に活かすことはできない。

　また，人事部門の効率化を目的として，人

事管理システム（Human Resource Manage-

ment System）も提供されてきたが，大手ベ

ンダーによる大がかりなシステムが多く，中小

企業が導入することは難しかった。

　今話題になっている HR テックは，クラウ

ドコンピューティング，AI（人工知能），ビッ

グデータ解析を始めとする 先端の技術を使っ

てサービスを提供する。従来の人事管理システ

ムと比べると，SaaS（Software as a Service）

によるサービス提供が多く，初期費用が安く抑

えられること，人事担当者だけでなく，スマー

トフォンなどの端末を利用して一般社員も利用

できること，人事担当者はデータに基づいた判

断ができるとともに，社員にとってもデータを

活用して自分の能力向上や働き方の見直しにつ

なげることができる，などの特長がある。近年

は既存の大手ベンダーだけでなく，スタート

アップも次々と参入し，様々なサービスを提供

し始めており，中小企業まで広く導入が進む

きっかけとなっている。
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　例えば，あしたのチーム社が提供する「あし

たのクラウド HR」は，インターネット経由で

人事評価に関する様々なサービスを提供してい

る。同社のサービスを利用している企業は全国

に 3,000 社以上あり，中小・ベンチャー企業が

中心である1。

　また，アトラエ社の提供する「WEVOX（ウィ

ボックス）」では，仕事への熱意や帰属度を従

業員に対する月 1 回程度のアンケートで明らか

にする。従業員ごとにやりがい，自己成長，承

認などの情報を可視化し，離職防止やモチベー

ション向上につなげる2。

　ミック経済研究所の調査によると，HR テッ

クの国内市場規模は2019年度に349億円となっ

た（対前年比 136％）3。HR テッククラウド（ク

ラウドや AI などの技術を活用して人事・人材

管理業務を支援する製品・サービスと定義）を

提供するベンダー 45 社を対象とした調査を基

に試算した。2024 年度には 1,700 億円の市場規

模まで成長すると予測している。

　一方，シード・プランニング社の調査による

と，HR テクノロジー（人材育成や採用活動，

人事評価などの施策や業務全般につき，それら

の効率化，精緻化，高度化を行うための IT 技

術を用いたクラウドサービスと定義）の市場規

模は2019年に1,199億円（前年比130％）であり，

2023 年には 2,504 億円の規模になると予測す

る4。

　両調査は市場規模算出の方法が異なるため，

数値に開きがあるが，対前年比は 130％程度で

急成長しているという点では一致している。

　HR テックはアメリカを中心に海外で先行し

て発展してきた。ResearchAndMarkets 社の

レポートによると，2020 年の HR テックの世

界市場規模は 176 億ドル（1 ドル 105 円換算で

1 兆 8,480 億円）と予測され，今後年平均 6.7％

で成長し，2025 年には 243 億ドル（同 2 兆 5,515

億円）に達するとみている5。日本に比べれば

桁違いの規模であるが，成長率は日本の方が大

きく，今後の利用拡大が期待される。

　日本の HR テックの導入状況については，

個々の事例研究6は紹介されているが，我が国

の利用動向を調査した資料は少ないため，実態

がなかなか見えてこない。

　そこで，本研究では，HR テックが幅広い業

種で導入が進んでいる現状をふまえ，その普

及の背景や分類について整理したうえで，HR

テックの利用実態について明らかにするため

に，企業従業員に対するアンケート調査を行っ

た。

2 ．HR テックの普及の背景と分類

2.1　HR テックの普及の背景

　日本において HR テックが急速に普及し始

めている背景を整理すると次の 3 点になる。

（1）人材確保と生産性向上

　日本の労働力人口は少子高齢化により減少を

続けており，企業は優秀な人材を新たに確保す

ることが難しくなってきている。2019 年 4 月

には働き方改革関連法案が成立し，どの企業も

業務の効率化に正面から取り組まざるを得なく

なっている。現存する人材を有効活用し，生産

性を高めるために，HR テックの利用が不可欠

となった。

　また，日本では終身雇用や年功序列が崩れて

雇用の流動化が進んでおり，一度採用した人材

を流出させないことも重要である。優秀な人材

を自社に引き留めておくために，HR テックを

活用して個々の社員がこの会社や職場で働き続

けたい，と思うような取り組みを積極的に実施

し，従業員満足度を高めることが必要になった。

特に 近注目されているのが「エンゲージメン

ト」と呼ばれる分野である。社員との信頼関係

を醸成し，会社に対する愛着心や貢献意欲を高

め，働きやすい職場環境を作り上げることを目

的としている。

（2）データに基づいた戦略人事の必要性

　従来の人事業務は，人の経験や勘など属人的

な要素に依存しがちであった。しかし，企業を

取り巻く環境が急速に変化するなかで，合理的

な根拠に基づく人事の施策が必要になってい

る。従来の一元的，一律的な人事政策ではなく，
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個人の価値観や雇用形態の多様化に対応した取

り組みが求められている。

　HR テックの活用により，社員の状況を様々

なデータを基に把握できれば，「人事の見える

化」ができるという期待は大きい。これによっ

て，社員の 適配置や人材開発などに活用し，

経営の意思決定に貢献する戦略的人事も可能と

なってくる。

（3）テクノロジーの進展

　HR テックはテクノロジーの進展が生み出し

たといっても過言ではない。従来の人事管理シ

ステムは社内のサーバーで管理するオンプレミ

ス型で構築されたため，初期費用が高額で，特

に中小企業にとっては導入のハードルが高かっ

た。しかし，HR テックはクラウドサービスの

SaaS が主流であるため，企業にとっては初期

投資を抑えた導入が可能であるうえに，つねに

新のバージョンでシステムが利用できるた

め，働き方改革の法令改正などにも柔軟に対応

できる。

　また，スマートフォンやタブレットの普及に

より，人事担当者だけでなく，一般の社員が簡

単にシステムを利用したり，データを入力した

りできるようになり，人事業務の負担が軽減す

るとともに，正確なデータのリアルタイムでの

集計，管理と分析結果の迅速なフィードバック

が可能になった。

　昨今，HR テックのみならず，金融（Finance）

とテクノロジーを掛け合わせた FinTech や，

教育（Education）とテクノロジーを掛け合わ

せた EdTech など，さまざまな分野で新しい価

値を生み出す技術の応用がみられる。インター

ネットやクラウドコンピューティング，AI，

ビッグデータ解析などの技術が安価に利用でき

るようになったことから，それらを活用して

SaaS でサービスを提供するスタートアップ企

業も数多く出現している。

　一般社団法人日本デジタルトランスフォー

メ ー シ ョ ン 推 進 協 会（JDX） が 運 営 す る

HRTech ナ ビ が 2019 年 10 月 に 公 開 し た

「HRTech 業界カオスマップ」によると，9 カ

テゴリーにわたる 449 サービスが紹介されてい

る7。1 年前に比べると，150 サービス，1 カテ

ゴリーが追加されており，今後さらに増加する

ことが考えられる。

2.2　HR テックの分類

　HR テックの分類については，人事業務に対

応して分類されることが多い。前述のミック経

済研究所の調査では，製品・サービスのカテゴ

リーを採用管理クラウド，人事・配置クラウド，

労務管理クラウド，育成・定着クラウドの 4 つ

に分類している。シード・プランニングの調査

では，採用・配置，人材開発・組織開発，勤怠・

労務・給与管理に 3 分類している。

　「HRTech 業界カオスマップ」では，求人，

採用，エンゲージメント，労務管理，People 

Analytics（人事可視化・分析ツール），アウト

ソーシング，アルムナイ（離職者に関するサー

ビス），HCM8（全体），その他の 9 カテゴリー

に分類している。さらに，日経 MOOK （2020

年 2 月）では，採用，タレントマネジメント，

エンゲージメント，勤怠管理，手続き系（人事

労務手続き），ペイロール（給与計算），健康管

理の 7 カテゴリーを分類している9。人事業務

は相互に関連しているため，どこで区切るかに

よって色々な分類が可能であることが分かる。

　本研究は，企業の人事部門だけでなく，全部

門に所属する従業員を対象に HR テックの利用

状況を把握することを目的としているため，人

事部門に固有の業務である採用や給与管理につ

いては調査が難しいと判断した。その結果，組

織分析，個人分析，タレントマネジメント，社

内コミュニケーション，人事評価の 5 つの領域

にサービスを分類し，調査することにした。以

下に各サービス分野の概要について説明する。

（1）組織分析サービス

　部や課などの組織単位で組織の状態を様々な

視点から明らかにし，改善要素を抽出するサー

ビスである。会社が目指すビジョンがどのくら

い社員に浸透しているのか，会社の風土を社員

がどう捉えているか，会社の人事制度や福利厚
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生などが社員にどれほど浸透しているか，職場

が働きやすいかなどを，社員に匿名のアンケー

トで回答してもらうことで改善点を明らかにす

る。

 （2）個人分析サービス

　個人単位で現在の心身のコンディション，仕

事への価値観や適性，働くモチベーションなど

を明らかにするサービスである。社員が実名で

回答することを前提としている点で，上記の組

織分析サービスとは異なる。組織の運営に役立

てたり，社員本人の自己改善に活用したりする。

 （3）タレントマネジメントサービス

　社員の 新のプロファイル（氏名，入社年月

日などの基本情報に加え，職歴，スキル，適性

などを追加した情報）をデータベースで一元管

理するサービスである。企業の人事部門などが

社員の 適配置や次期リーダーの育成，能力開

発計画，採用戦略などの人材管理に活用する。

 （4）社内コミュニケーションサービス

　上司，部下間や社員間の承認コミュニケー

ションを活性化するサービスである。社員の業

務成果や貢献に対して感謝やポイントを贈りあ

い，貯まったポイントは給与などのインセン

ティブに還元することができる。組織風土や職

場の雰囲気，社員のモチベーションやエンゲー

ジメントの改善につなげる。

 （5）人事評価サービス

　社員の給与や賞与などの人事評価を決定する

に際して，その決定に至ったプロセスを見える

化するサービスである。社員に対して評価の透

明性や公平性を高めることで，モチベーション

向上や合理的な仕事の進め方につなげる。

3 ．調査概要

　アンケート調査は，Web 調査方式で，2020

年 3 月 13 日～ 23 日の期間で実施した。調査内

容は，HR テックの利用状況，利用目的，利用

上の課題，導入・運用上の課題，満足度などで

ある。

　調査対象は， 企業に勤務する全国の 20 歳以

上の男女 425 名で，1 企業に対し 1 名の回答者

とした。

　調査の実施は，NTT コムオンライン・マー

ケティング・ソリューション社に委託した。

Web 調査方式に共通の限界ではあるが，調査

会社が保有するモニター会員を母集団としてサ

ンプル抽出を行っているので，HR テックの利

用実態を正確に反映できていない可能性があ

る。この点に留意して分析結果の考察を行って

いきたい。

　回答者の内訳は次の通りである。

　まず，性別については，男性 394 名（92.7％），

女性 31 名（7.3％）であり，年齢別には 20 代

16 名（3.8 ％），30 代 77 名（18.1 ％），40 代

137 名（32.2％），50 代 142 名（33.4％），60 代

以上 53 名（12.5％）であった。

　勤務先企業の業種は，製造業（34.6％），流

通業・卸売業・小売業（9.6％），金融業・保険

業（9.2％），情報通信業（8.9％），不動産業・

物品賃貸業（5.2％），運輸・輸送業（4.5％），

建設業（4.2％），商社（3.8％）医療・福祉（2.4％）

であり，幅広い業種にわたっていた。

　企業（従業員）規模は，「300 人未満」（28.9％），

「300 人～ 1,000 人未満」（20.7％），「1,000 人～

3,000 人未満」（20.9％），「3,000 人以上」（29.4％）

であり，中小企業から中堅・大企業まで広がり，

大きな偏りはなかった。

　所属部門は，営業・販売・マーケティング

（25.2％），総務・経理・人事労務・法務（19.8％），

IT 管理（15.1％），製造・生産（9.4％），経営

企画（8.9％），研究・開発（7.5％），調達・購

買（2.1％）その他（12.0％）であった。

　以下に分析結果の概要を示すが，今回の報告

では全体集計と企業規模別のクロス集計を行っ

た。
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4 ．調査結果の概要

4.1　組織分析サービス

（1）利用状況

　組織分析サービスの利用状況を図 1 に示す。

この結果から，「現在利用中」は 21.2％となり，

約 2 割の企業で利用されている。「過去に利用」

が 9.2％あることから，自社にあったサービス

を色々と試し，解約していることがうかがえる。

　また，「利用を検討中」が 33.2％であり，今

後のサービス利用が期待される。現在利用中と

合わせて考えると，組織分析サービスの利用は

5 割程度まで高まる可能性がある。

　企業規模別の利用率は，「300 人未満」（9.8％），

「300 人～ 1,000 人未満」（21.6％），「1,000 人～

3,000 人未満」（25.8％），「3,000 人以上」（28.8％）

であり，企業規模が大きくなるにつれて利用が

増える傾向があった。「300 人未満」の中小企

業は利用が遅れており，「3,000 人以上」の大企

業は 3 割近くまで利用率が高まる。

　具体的な利用中のサービス（複数回答）と

しては，「モチベーションクラウド」（20.9％），

「組織エンゲージメント分析サービス」（9.4％），

「Employee Tech」（6.6%），「WILL CANVAS」

（6.1％），「WEVOX」（5.9％）の順となった。

　モチベーションクラウドは，リンクアンドモ

チベーション社が提供する国内初の組織改善ク

ラウド（2016 年 9 月リリース）であり，主に

四半期ごとに社員に 20 分程度の簡単なサーベ

イを実施することにより，組織の状態を診断し，

組織改善を支援するサービスである。部門間，

階層間，時系列での分析に加え，他社のデータ

との比較も可能となっている。他社比較が難し

い分野で，同業他社のデータを提供してくれる

サービスは自社の弱点を発見し，改善を行うの

に役立つ。

　組織分析サービスの 1 社当たり平均利用サー

ビス数は 2.4 であり，モチベーションクラウド

の利用率は全体の利用率にほぼ等しいことか

ら，各社ともモチベーションクラウドと，もう

1 つ他のサービスを利用しているという状況と

考えられる。

（2）利用目的

　組織分析サービスを「現在利用中」「過去に

利用」「利用を検討中」と回答した 270 名に対

して，利用目的を聞いた結果が図 2 である。

　「モチベーション向上」（51.7％）が も高く，

以下，「従業員満足度向上」（47.5％），「マネジ

メント支援」（47.3％），「生産性向上」（39.7％），

「コミュニケーション活性化」（35.7％），「組織

課題の把握」（29.3％）と続いている。

　組織分析サービスは，部や課など一定の単位

の組織分析を行うものであるため，「組織課題

の把握」や「生産性向上」が上位を占めると思

われたが，「モチベーション向上」や「従業員

満足度向上」に重点が置かれているようである。

図 1　組織分析サービスの利用状況（n ＝ 425 ）
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「離職率低下」（14.8％）については，組織分析

サービスでは個人を特定できないため，あまり

期待されていないことが分かる。

　また，企業規模別には，「マネジメント支援」

は「300 人未満」の企業で低く（31.6％），「3,000

人以上」の企業で高かった（54.5％）。

（3）利用上の課題

　組織分析サービスの利用上の課題を尋ねたも

のが図 3 である。

　上位回答が「本音を第三者に知られたくな

い」（33.0％），「個人を特定／類推されたくない」

（29.1％），「回答疲れ」（27.6％）となった。本

来，組織分析は回答者を特定し，誰がどんな回

答をしているのかを把握するものではない。た

だ，回答する社員は，個人を特定または類推さ

れることや，本音を会社や上司に知られること

を懸念していると思われる。また，多くの機会

図 2　組織分析サービスの利用目的（n=270）

図 3　組織分析サービスの利用上の課題（n ＝ 270）
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で調査を強いられるために疲れてしまうようで

ある。

　なお，「操作が難しい／使い勝手がよくない」

は 11.8％と低く，サービスの操作性や使い勝手

は，利用上の大きな課題とはなっていない。

（4）導入・運営上の課題

　組織分析サービスの導入・運営上の課題を聞

いた結果を図 4 に示す。

　上位回答は「分析結果を活用した改善アク

ションの検討が難しい」（36.6％），「分析結果

を活用した改善アクションの実施が難しい」

（33.5％），「分析に稼働がかかる」（28.4％）と

なった。「分析に稼働がかかる」とは，分析結

果の算出や解釈に労力やスキルが必要になる，

ということである。組織分析サービスを利用す

ることで，組織の状態や組織間の差異などが明

確になるものの，その理由などを分析し，改善

アクションの検討や実施に結びつけることは難

しいようである。

　また，「費用が高い」（24.7％），「利用範囲の

拡大が難しい」（23.2％）ことも認識されている。

利用範囲の拡大が難しい理由としては，部や課

など一定の組織単位の責任者が自ら所掌する範

囲で利用を始めることができるが，他組織との

比較のために所掌外の組織へ利用を拡大しよう

としても，それが難しいからだと考えられる。

　一方，「PDCA を回しづらい」，「社員の利用

が進まない」については，導入・運営上の課題

としては低くなっている。

　企業規模別には，「3,000 人以上」の企業で「分

析結果を活用した改善アクションの実施が難し

い」は低くなった（21.9％）

　また，「社員の利用が進まない」は，「300 人

未満」で多く（22.4％），「3,000 人以上」で少

なくなる（10.9％）。

（5）満足度

　組織分析サービスを現在利用している 90 名

に対して満足度を尋ねた。その結果が図 5 であ

る。「非常に満足している」が 25.9%，「満足し

ている」が 57.1％，「どちらとも言えない」が

13.7%，「満足していない」が 2.8% となった。「非

常に満足」と「満足している」の合計は 8 割を

超え，利用者の満足度は高いといえる。

　企業規模別には，300 人未満の企業で「非常

に満足」と答えた割合が高くなった。「300 人

未満」は 52.6％（89.5％），「300 人～ 1,000 人

未 満 」 は 19.2 ％（76.9 ％），「1,000 人 ～ 3,000

人未満」は 31.1％（88.9％），「3,000 人以上」

は 23.1％（75.4％）であった（カッコ内は，「非

常に満足している」と「満足している」の合計）。

この理由としては，中小企業では人事へのテク

ノロジーの適用が遅れていたため，HR テック

の効果を大きく感じていることが考えられる。

図 4　組織分析サービスの導入・運営上の課題（n ＝ 270）
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4.2　個人分析サービス

（1）利用状況

　図 6 は，個人分析サービスの利用状況であ

る。組織分析サービスと同じように，「現在利

用中」（21.9％）は約 2 割であった。「過去に利

用」（7.1％）はサービス解約があったことを示

しており，「利用を検討中」（34.1％）からは潜

在的なユーザーがかなり存在することがうかが

える。

　現在利用中の割合を従業員規模別にみると，

「300 人未満」（11.4％），「300 人～ 1,000 人未満」

（18.2％），「1,000 人～ 3,000 人未満」（29.2％），

「3,000 人以上」（29.6％）であり，企業規模が

大きくなるにつれて利用率は上昇する。特に，

1,000 人を超える大企業では利用率は急に上昇

し，約 3 割となる。

　具体的に利用しているサービスは，「GE-

PPO」（14.6 ％），「 チ ー ム ワ ー ク ク ラ ウ ド 」

（9.6％），「MSQ」（6.6%），「Talent Analytics」

（5.6％），「HR アナリスト」（5.2％），「３E テ

スト」（4.9％），「Attuned」（3.1％），「ミツカ

リ適性検査」（2.6％）の順となった。1 社当た

りの平均利用サービス数は 2.8 である。

　「GEPPO（ゲッポウ）」は従業員の心身のコ

ンディションの変化を把握するサービスである

（2017 年 7 月リリース）。月に一度，3 つの質問

に答えるだけ（所要時間 1 分程度）という負担

の軽さと，過去のサービス実績を基に精度の高

い分析結果が得られることが支持される理由と

考えられる。

図 6　個人分析サービスの利用状況（n ＝ 425 ）

図 5　組織分析サービスの満足度（n ＝ 90）
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　また，「チームワーククラウド」は，組織

分析サービスで利用率が高かった「モチベー

ションクラウド」の関連サービスであり，社

内 SNS 形式で中間管理職やチーム連携を支援

するサービスとして 2019 年にリリースされた。

新しいサービスであるが，「モチベーションク

ラウド」のユーザーが導入することで利用が増

えていると思われる。

（2）利用目的

　個人分析サービスの利用目的を聞いた結果が

図 7 である。

　「モチベーション向上」（42.7％）と「社員の

コンディション把握」（41.5％）が 2 大目的と

なっていることが分かる。社員一人ひとりの心

身のコンディション（モチベーション，価値観，

体調など）を見える化することで，社員への働

きかけを強化し，モチベーション向上につなげ

ることが，個人分析サービスを利用する主な目

的であるといえる。

　第 3 位の「エンゲージメント向上」（34.6％）

は，社員のモチベーションが向上した結果，会

社や職場への愛着感や貢献意欲が増加すると考

えられる。

　「組織と候補者のマッチング」（31.7％），「マ

ネジメント支援」（31.3％），「候補者選定の強化」

（29.7％）は，適材適所の 適配置につながる

ものである。

　一方，「採用のミスマッチ」は 15.6％に留まる。

社員の採用に際し企業が求めるスペックの人材

を採用する，また候補者の希望とのミスマッチ

を防止するために，個人分析サービスを活用し

ているが，採用前段階で個人分析サービスを利

用するのはまだ少ないと推測される。

　企業規模別には，「社員のコンディション把

握」は，「300 人未満」の企業は 46.5％であり，

「3,000 人以上」の企業では 33.9％であった。ま

た，「候補者選定の強化」が「300 人未満」は

22.2％であったのに対し，「1,000 人～ 3,000 人

未満」（41.1％），「3,000 人以上」（32.7％）と

高くなった。

（3）利用上の課題

　個人分析サービスの利用上の課題を尋ねたも

のが図 8 である。

　上位回答は「回答疲れ」（25.5％），「個人を

特定／類推されたくない」（24.5％），「本音を

第三者に知られたくない」（23.2％）の順となっ

ている。個人分析サービスは，個人が特定され

ることをあらかじめ理解した上で回答している

ため，組織分析サービスに比べれば懸念は低く

なっているが，全く払拭されているわけではな

い。また，個人が特定されるため，「調査結果

を目的外で使用されたくない」，「利用に抵抗感

がある」のは当然であり，その結果として「調

査結果をチーム運営にいかしづらい」となるの

であろう。

　なお，「操作が難しい／使い勝手がよくない」

は 11.4％と，サービスの操作性や使い勝手につ

いては，あまり課題になっていない。

図 7　個人分析サービスの利用目的（n ＝ 268 ）
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　企業規模別には，「回答疲れ」は「300 人～

1,000 人未満」（29.5％）で多く，「3,000 人以上」

（13.5％）では少なくなる。「利用に抵抗感があ

る」も「3,000 人以上」（5.8％）では低くなる。

（4）導入・運営上の課題

　導入・運営上の課題を図 9 に示す。

　上位回答は「分析結果を活用した改善アク

ションの検討が難しい」（30.7％），「分析結果

を活用した改善アクションの実施が難しい」

（29.3％），「分析に稼働がかかる」（24.9％），「利

用範囲の拡大が難しい」（23.6％）となった。

先ほど述べたように，個人分析サービスは個人

を特定できるため，改善アクションにつなげる

図 8　個人分析サービスの利用上の課題（n=268 ）
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図 9　個人分析サービスの導入・運営上の課題（n ＝ 268 ）
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ことが難しいことは，導入・運営上の課題とし

ても認識されている。また，個人分析サービス

は，部や課など一定の組織の責任者が部下など

への興味・関心や育成などへの意識から導入し，

活用することが多い。そのためその責任者の範

囲を超えて，利用を拡大するのは難しいのだと

推察できる。

（5）満足度

　個人分析サービスを利用している 93 名に対

して満足度を尋ねた結果が図 10 である。「非常

に満足」が 24.9%，「満足している」が 56.8％，「ど

ちらともいえない」が 16.0%，「満足していない」

が 1.2% となった。「非常に満足」と「満足して

いる」を合計すると 8 割を超え，満足度は高い

といえる。

　企業規模別には組織分析サービスと同じよう

な傾向があった。従業員 300 人未満の企業が

「非常に満足している」割合が高くなった。「300

人未満」では 59.3％に対して，「300 人～ 1,000

人未満」では 9.1％，「1,000 人～ 3,000 人未満」

では 19.4％，「3,000 人以上」では 23.4％であっ

た。

4.3　タレントマネジメントサービス

（1）利用状況

　タレントマネジメントサービスの利用状況は

図 11 の通りである。「現在利用中」は 25.4％，「利

用を検討中」は 34.4％，「過去に利用」は 7.5％

となった。「現在利用中」と「利用を検討中」

を合計すると 6 割に上る。タレントマネジメン

ト（人材管理）は，人事の主要な業務であるた

図 10　個人分析サービスの満足度（n ＝ 93）
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図 11　タレントマネジメントサービスの利用状況（n ＝ 425）
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めに，潜在的な利用ニーズも含め利用の意向が

強いことがうかがえる。

　現在利用中の割合については，「300 人未満」

（17.9％），「300 人～ 1,000 人未満」（21.6％），

「1,000 人～ 3,000 人未満」（31.5％），「3,000 人

以上」（31.2％）であり，企業規模が大きくな

るにつれて利用率は上昇する傾向はこれまでと

同じであった。特に，従業員 1,000 人を境目に

利用が増え，利用率は 3 割を超える。1 社当た

り平均利用サービス数は 2.2 であった。

　具体的なサービスとしては，「カオナビ」

（14.4％），「Talent Palette」（11.1％），「Talent 

Analytics」（8.0 ％），「SAP SuccessFactors」

（7.8％），「iTICE」（4.7％），「COCOREPO」

（3.5％），「Sumtotal」（1.6％），「Saba」（1.4％）

の順となった。

　「カオナビ」と「Talent Palette（タレントパ

レット）」は 近ユーザー数を伸ばしており10，

本調査においてもその状況がうかがえる結果と

なった。「カオナビ」は社員の顔写真に紐づけ

て個人の職歴や資格，評価などの様々な人事

情報を一元管理するサービスである。「Talent 

Palette」も顔写真をもとに情報確認すること

ができ， 適配置，適正評価，離職防止機能な

どを搭載する。両サービスとも企業規模に合わ

せて，数百人程度から 1,000 人を超える企業ま

で活用できることから，幅広い企業に支持され

ていると考えられる。

（2）利用目的

　タレントマネジメントサービスの利用目的を

聞いた結果が図 12 である。

　上位回答は「人材計画，異動，適正配置」

（44.7％），「能力，経験の見える化」（43.5％），

「モチベーション向上」（42.8％）となった。社

員の能力や経験を見える化し，人材の配置や異

動を適正に行うために利用することが多いとい

える。また，タレントマネジメントサービスは

社員の能力や経験を見える化したうえで，社員

の現在のモチベーションなどをアンケートで簡

単に調査できるため，その機能を活用してい

ると推察される。この結果として「人材分析」

（34.4％）が可能になるのであろう。

　一方，「離職防止」（24.6％），「次期リーダー

選抜，育成」（21.5％）は，利用目的としては

低くなっている。特に，タレントマネジメント

の主要な業務である部長や課長への任用などの

「次期リーダーの選抜，育成」は低くなってい

図 12　タレントマネジメントサービスの利用目的（n ＝ 286）
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るのは興味深い。部課長への任用は集まるデー

タのみで決めることが難しいからだと考えられ

る。

　企業規模別には，「能力，経験の見える化」

は「300 人未満」の企業で高く（51.1％），「3,000

人以上」の企業で低くなる（36.2％）。また，

「人材分析」は，「300 人未満」（28.7％），「300

人～ 1,000 人未満」（28.8％）で低く，「1,000

人～ 3,000 人未満」（40.7％），「3,000 人以上」

（36.2％）で高くなった。

　このように，中小企業はタレントマネジメン

トの基本である「能力，経験の見える化」を狙

いとしているのに対し，中堅・大企業ではそれ

を活用して人材分析に使うことを狙っていると

思われる。

（3）利用上の課題

　タレントマネジメントサービスの利用上の課

題を図 13 に示す。

　「回答疲れ」（25.8％），「結果を目的外で利用

されたくない」（23.4％），「結果をチーム運営

にいかしづらい」（21.1％）が大きな課題となっ

ている。しかし，「特にない」（27.3％）という

回答が も多くなっていることと合わせて考え

ると，利用上の課題解決がある程度進んでいる

サービスともいえる。これは，タレントマネジ

メントが人事サイクル全体（採用，配置，評価，

育成，再配置／キャリア形成などの一連のプロ

セス）をカバーし，人事情報の見える化，デー

タベース化をするなど，人事業務の根幹をなす

ものであるため，サービスの改良が進んでいる

ことが考えられる。

（4）導入・運営上の課題

　導入・運営上の課題を図 14 に示す。

　高い順に「分析結果を活用した改善アク

ションの検討が難しい」（27.0％），「分析結果

を活用した改善アクションの実施が難しい」

（23.3％），「PDCA を回しづらい」（19.0％）と

なっており，タレントマネジメントの分析結果

を，どのように改善につなげていくかが課題で

ある。

　一方で，「社員の利用が進まない」（4.8％）

は低く，「特にない」（19.0％）もかなりの回答

図 13　タレントマネジメントサービスの利用上の課題（n ＝ 286）
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者がいることから，導入・運営するうえでの課

題解決も進んでいることがうかがえる。

（5）満足度

　タレントマネジメントサービスを利用して

いる人に満足度を聞いた結果が図 15 である。

「非常に満足」が 17.5%，「満足している」が

50.2％，「どちらとも言えない」が 25.8%，「満

足していない」が 3.9% となった。7 割近くの

人は満足している，と答えているが，タレント

マネジメントサービスは人事業務の基幹システ

ムであるため，期待値は高いことがうかがえる。

　企業規模別には，300 人未満の中小企業にお

いて，非常に満足と答える割合が高い傾向は同

じであった。「300 人未満」の企業は 53.8％が

非常に満足していると答えているが，「300 人

～ 1,000 人未満」ではそれが 8.3％に低減し，

「1,000 人～ 3,000 人未満」で 22.5％，「3,000 人

以上」で 25.9％であった。

4.4　社内コミュニケーションサービス

（1）利用状況

　社内コミュニケーションサービスの利用状況

を図 16 に示す。「現在利用中」（17.2％），「過

去に利用」（5.6％），「利用を検討中」（31.1％）

となった。現在利用中の割合が 17.2％とやや低

図 14　タレントマネジメントサービスの導入・運営上の課題（n ＝ 286）

図 15　タレントマネジメントサービスの満足度（n ＝ 108）
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くなっている。

　社内コミュニケーションサービスは，上司，

部下間などの承認コミュニケーションを活性化

するサービスであり，業務に直結するものでは

ないことから，利用状況がやや低くなっている

と思われる。1 社当たりの平均利用サービス数

も 1.4 と少なくなっている。

　企業規模別にみると，現在利用中の割合は

「300 人未満」（8.1％），「300 人～ 1,000 人未満」

（15.9％），「1,000 人～ 3,000 人未満」（27.0％），

「3,000 人以上」（20.0％）であり，3,000 人まで

は企業規模が大きくなるにつれて利用率は上昇

する傾向がみられるが，「3,000 人以上」ではや

や低下する。

　具体的な利用サービスとしては，「TUNAG」

（11.1 ％），「 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ク ラ ウ ド 」

（8.7％），「Thanks Go」（6.6％），「Unipos」

（5.6％），「エアリーエンゲージメントクラウド」

（4.0％），「Good Job!」（2.6％）の順となった。

　「TUNAG（ツナグ）」はスタメン社のサービ

ス（2016 年リリース）で，社内制度を軸に社

内 SNS 上でのコミュニケーションを使って社

員同士の信頼関係を築き，エンゲージメントを

高めるサービスである。コンサルタントのサ

ポート体制が充実している点が利用を伸ばして

いる一つの理由である。

　「コミュニケーションクラウド」は，組織分

析サービスで利用が多かったリンクアンドモチ

ベーション社の「モチベーションクラウド」の

関連サービスとしてリリースされた（2019 年）。

「利用を検討中」の割合が多く，モチベーショ

ンクラウドのユーザーが契約する可能性が高そ

うである。

　また，Unipos 社のコミュニケーションサー

ビスである「Unipos（ユニポス）」は，社員同

士が相手の仕事や貢献に対して感謝の言葉とと

もにピアポイントを贈ることができる仕組みで

ある。部門内または部門間で埋没しがちであっ

た社員の貢献を可視化することにより，モチ

ベーション向上や組織風土改革につなげること

ができる。

（2）利用目的

　社内コミュニケーションサービスの利用目的

を聞いた結果が図 17 である。

　上位回答は「モチベーション向上」（51.1％），

「 組 織 風 土 改 革 」（42.2 ％），「 生 産 性 向 上 」

（36.0 ％），「 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 活 性 化 」

（34.8％）の順となった。社内コミュニケーショ

ンサービスは，「コミュニケーション活性化」

が主要な目的と考えられたが，モチベーション

向上とは 20 ポイント近い開きがあった。

　社内コミュニケーションサービスは，典型的

には社員の大きな業務成果だけでなく，社員の

日々の小さな貢献に対しても感謝やポイントを

贈りあい，貯まったポイントは給与やその他の

インセンティブに還元することができる，とい

うようなサービスである。主な目的は，社員の

図 16　社内コミュニケーションサービスの利用状況（n ＝ 425）
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貢献意欲や働くモチベーションを向上させるこ

とや，社員が生き生きと働けるような組織風土

改革につなげることに置かれていると思われ

る。

　企業規模別には，「モチベーション向上」は，

「300 人未満」で高く（62.3％），「3,000 人以上」

で低くなった（44.1％）。一方，「組織風土改革」

は「300 人未満」では低く（27.5％），「1,000

人～ 3,000 人未満」（51.8％），「3,000 人以上」

（44.1％）では高くなった。

　社内コミュニケーションサービスに中小企業

はモチベーション向上を期待し，中堅・大企業

は組織風土改革を期待しているようである。

（3）利用上の課題

　社内コミュニケーションサービスの利用上の

課題を尋ねたものが図 18 である。

　上位回答は「結果を目的外で利用されたくな

い」（26.5％），「結果をチーム運営にいかしづ

らい」（23.7％），「回答疲れ」（22.2％），「利用

に抵抗感がある」（21.8％）となった。

　企業の従業員は，社内コミュニケーション

サービスを利用した結果を，自身の評価や昇格

といったことに活用されることを恐れていてい

ることが明らかになった。「結果を目的外で使

用されたくない」ということが，「結果をチー

ム運営にいかしづらい」ことにつながっている

と思われる。また，「回答疲れ」も多い。

図 17　社内コミュニケーションサービスの利用目的（n ＝ 229）
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図 18　社内コミュニケーションサービスの利用上の課題（n ＝ 229）
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　一方，「特にない」（22.8％）も比較的高い割

合となっている。

　社内コミュニケーションの利用に際しては，

利用目的と範囲を明確にすることで，利用促進

を図ることが必要である。

　企業規模別には，「3,000 人以上」の企業にお

いて，「利用に抵抗感がある」（13.5％），「結果

を目的外で利用されたくない」（17.1％）が低

くなった。

（4）導入・運営上の課題

　導入・運営上の課題を図 19 に示す。

　上位回答は，「分析結果を活用した改善アク

ションの検討が難しい」（28.6％），「分析結果

を活用した改善アクションの実施が難しい」

（27.9％）となった。社内コミュニケーション

の活性化がどのように改善アクションにつなが

るのか，が見えにくいのであろう。

　一方，「PDCA を回しづらい」（15.6％），「費

用が高い」（14.9％），「社員の利用が進まない」

（5.2％）については低いことから，導入・運営

上のハードルは低いといえる。先ほど見たよう

に，社員間で感謝や貢献などに関してポイント

を贈りあい，景品などに交換できる社内コミュ

ニケーションサービスの仕組みは分かりやすい

ため， 初に利用の抵抗感さえ下げることがで

きれば，自律的に利用が進む（PDCA が回る）

ことが考えられる。

図 19　社内コミュニケーションサービスの導入・運営上の課題（n ＝ 229）
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図 20　社内コミュニケーションサービスの満足度（n ＝ 73）
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（5）満足度

　社内コミュニケーションサービスの利用者の

満足度は図 20 のようになった。「非常に満足し

ている」が 24.0%，「満足している」が 52.6％，「ど

ちらともいえない」が 19.9%，「満足していない」

が 2.3% となった。「非常に満足」と「満足して

いる」の合計は 8 割近くになり，満足度は高く

なっている。

　企業規模別には，「非常に満足している」割

合が「300 人未満」の企業が突出して高くなっ

た（54.5％）。

4.5　人事評価サービス

（1）利用状況

　人事評価サービスの利用状況を図 21 に示す。

「現在利用中」は 18.4％，「過去に利用」は 6.8％，

「利用を検討中」は 28.9％となった。人事評価

サービスの利用は，社内コミュニケーション

サービスと同様にやや低くなっている。

　 従 業 員 規 模 別 に み る と，「300 人 未 満 」

（13.0％），「300 人～ 1,000 人未満」（15.9％），

「1,000 人～ 3,000 人未満」（21.3％），「3,000 人

以上」（23.2％）であった。企業規模が大きく

なるにつれ利用が増えるという傾向は読み取れ

る。

　具体的な利用サービスは，「あしたのクラウ

ド HR」（10.1 ％），「HRMOS 評 価 」（7.5 ％），

「MOA」（7.5％）「HR Brain」（6.1％）の順となっ

た。

　人事評価サービスは社員の異動，給与・賞与

の決定に関して透明性や納得感を高めるための

プロセス管理ツールであり，サービスを簡単に

は入れ替えできないことから，1 社当たりの利

用サービス数は 1.8 とやや少なくなっている。

　その中でも「あしたのクラウド HR」が多く

の企業で利用されている理由として，2008 年

にリリースされ，実績がある点と，あらゆる業

種の人事評価制度の構築と運用支援に対応でき

る点にあると考えられる。給与連動や社員情報

管理（タレントマネジメント）機能も持ってい

ることから，人事評価業務の流れを効率化する。

（2）利用目的

　人事評価サービスの利用目的を答えてもらっ

た結果が図 22 である。

　「評価制度，項目の見直し」（49.8％）が も

多くなった。これは，人事評価サービスを導入

するにあたり，単にサービスを利用するだけで

なく，企業の評価制度そのもの，または評価項

目を見直すことを目的にサービスを利用するこ

とが多いことが推察される。

　第 2 位は「評価プロセス管理」（40.5％）であっ

た。人事部などが，社員の自己評価申請や，そ

れを受けての上司評価， 終的な評価調整など，

それぞれのプロセスの進捗管理をするために利

用していると考えられる。

　また，第 3 位の「多面評価」（40.1％）も高

い回答となった。これは，一般的な人事評価と

図 21　人事評価サービスの利用状況（n ＝ 425）
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してではなく，上司を評価対象として部下や関

係者から意見を聞き，人材育成に役立てる目的

の 360 度評価などを行うために人事評価サービ

スを利用することが分かる。

　一方，「評価の甘辛調整」（30.4％），「評価の

属人性（バイアス）排除」（24.6％）は利用目

的としては低くなっている。社員の評価は 終

的には業績や能力であり，評価者の甘辛や属人

性などの傾向は意識しつつも，その補正を直接

的な目的として利用することは少ないと考えら

れる。

　企業規模別には，「多面評価」が「300 人未満」

の企業で低く（35.1％），「3,000 人以上」の企

業で高くなった（47.3％）。

（3）利用上の課題

　人事評価サービスの利用上の課題を図 23 に

示す。

　「回答疲れ」（27.0％），「結果をチーム運営に

いかしづらい」（26.3％），「利用に抵抗感がある」

（24.2％）が主な課題である。

　人事評価サービスを利用して得られる評価

データは，すべてチームメンバーにそのまま共

有できないことが多いため，結果をチーム運営

にいかしづらいと感じていると思われる。ま

た，社員にとって人事評価そのものが自身の待

図 22　人事評価サービスの利用目的（n ＝ 230）
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図 23　人事評価サービスの利用上の課題（n ＝ 230）
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遇や給与に直結しており，アンケートに回答し

たり，利用したりすることにデリケートになる

と考えられる。一方，「特にない」（22.5％）と

いう回答も比較的多かった。これは，人事評価

は全社員に必ず関係し，どんなサービスであっ

ても利用者は指定されたものを利用する以外に

なく，特にその善し悪しを感じないことが考え

られる。

　企業規模別には，「利用に抵抗感がある」が

「300 人未満」では 35.1％と高く，徐々に下がっ

て「3,000 人以上」では 13.2％と低くなった。

「3,000 人以上」の企業は，「回答疲れ」（18.7％），

「結果をチーム運営にいかしづらい」（18.7％）

も低くなる傾向があった。

（4）導入・運営上の課題

　導入・運営上の課題を図 24 に示す。

　上位回答は他サービス同様に「分析結果

を活用した改善アクションの検討が難しい」

（31.1％），「分析結果を活用した改善アクショ

ンの実施が難しい」（28.5％）となった。これは，

人事評価サービスから得られる 360 度評価の結

果や評価者の評価傾向などを，対象者個人が意

識して改善アクションにつなげることはできて

も，会社全体で他社と比較して改善アクション

を検討したり，実施したりするのは難しいから

であろう。

　また，第 3 位以降は 10 ポイント以上低くなっ

ていることから，導入・運営上の課題とは認識

されていないことがうかがえる。これは，一般

の従業員は主に利用者であり，導入・運営上の

課題を自分の課題とは認識していなかったこと

が考えられる。

　企業規模別には，「分析結果を活用した改善

アクションの検討が難しい」は「300 人未満」

は高く（35.3％），「3,000 人以上」は低くなっ

た（14.4％）。

（5）満足度

　人事評価サービスの満足度を尋ねた結果，図

25 のようになった。「非常に満足」が 23.2%，「満

足している」が 56.5％，「どちらとも言えない」

が 15.9%，「満足していない」が 4.3% となった。

「非常に満足」と「満足している」を足すと 8

割近くになり，満足度は高いといえる。

　企業規模別には「非常に満足している」と答

えた人の割合がここでも「300 人未満」の企業

が突出して高くなっていた（62.5％）。

5 ．考察

5.1　利用状況

　HR テックの利用は，「現在利用中」の割合

から，タレントマネジメントサービスが も進

図 24　人事評価サービスの導入・運営上の課題（n ＝ 230）
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んでおり（25.4％），個人分析サービス（21.9％）

と組織分析サービス（21.2％）がそれに続き，

人事評価サービス（18.4％）とコミュニケーショ

ンサービス（17.2％）がやや遅れているようで

ある。領域ごとに多少の違いはあるが，HR テッ

クの利用率は 2 割程度と考えてよいだろう。

　「利用を検討中」は各サービスとも 3 割程度

みられたことから，潜在的なニーズは大きく，

今後とも導入が増えていくことが容易に予測さ

れる。また，「過去に利用」も 1 割以下である

が，一定の割合でみられた。HR テックのサー

ビスは多くの種類があり，企業は自社に合った

サービスを探すために，分野によって異なるが

1.4 ～ 2.8 のサービスを試しており11，どうして

も解約が発生する。解約を防ぐことも利用率向

上には必要なことである。

　企業規模別には従業員 1,000 人以上の大企業

で利用率が 3 割と高くなった。HR テックは中

小企業まで導入の裾野を広げたといわれている

が，現在のところは大企業での利用が進んでい

るようである。大企業では中小企業に比べると

人事の予算規模も大きいため，HR テックの導

入に当たってコンサルティング機能を追加し，

自社に合った利用が進めやすかったことが考え

られる。

　HR 総研（ProFuture 社）の調査レポート「働

き方改革（HR テクノロジー）に関するアンケー

ト」（2020 年 5 月）によると，HR テックの導

入率は 22％（「導入している」17％と「導入し

ており，追加導入を検討中」5％の合計）であ

り，本調査の結果を裏付けている12。ただ，同

社の昨年調査との比較では，導入率は 10 ポイ

ント程度上昇したものの，「はじめての導入を

検討中」が 20 ポイントも大きく低下して 23％

となっており，減速傾向が指摘されている。こ

れは，新型コロナウィルスへの対策が優先され

たことが一つの理由のようであるが，HR テッ

クへの期待には大きなものがあり，一時的な現

象といえるだろう。ニューノーマル（新常態）

の時代を迎え，リモートワークなどの新しい働

き方が浸透し，社員間のコミュニケーション不

足を解消したり，社員一人ひとりのモチベー

ションを見える化したりする必要性が高まって

おり，HR テックの活用で解決できることは少

なくないと考えられる。

　人事業務は採用から労務管理，育成・配置，

人事評価まで幅広いために，個別のサービスか

らスタートしたベンダーも複数の業務を幅広く

カバーするサービスを提供するようになってい

る13。例えば，リンクアンドコミュニケーショ

ン社は，モチベーションクラウドを軸に，チー

ムワーククラウド，コミュニケーションクラウ

ドを展開している。ビズリーチ社は，採用管理

クラウドの「HRMOS 採用」，従業員データベー

スサービスの「HRMOS CORE」，人事評価ク

ラウドの「HRMOS 評価」をラインアップし

ており，採用から評価，育成，配置までワンス

トップでサービスを提供する。

図 25　人事評価サービスの満足度（n ＝ 78）
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　1 社で広いサービスをカバーできない中小ベ

ンチャーは，ベンダー同士で連携して対応する

動きも進む。タレントマネジメント（人材管理）

サービスを提供する「カオナビ」は，2019 年 9

月に「コネクテッドパートナープログラム」と

いう連携，協業事業を始めると発表した14。現

在（2020 年 8 月）は 37 社の有力 HR テック企

業とそれぞれが持つデータを連係させることが

できるようになっている。

　こうした動きには，個別のサービスだけでは

提供できる価値が飽和してきたという事情があ

る。人事業務は幅広いがゆえに，業務間の連携

サービスにより新しい価値を生むことができ

る。単に社員のエンゲージメントのスコアが上

がった，というデータ管理だけでなく，他分野

のデータと組み合わせることで，どのような状

況でエンゲージメントが上がったか，といった

分析が可能になる。この結果は，現場のマネ

ジャーにとって何らかのアクションを考えると

きの有効な情報となるであろう。

　HR テックに搭載する機能はベンダー間の競

争によって差がなくなりつつある。したがって，

顧客企業がサービスの利用を継続するうえで，

サービスの複合化，連携化による新しい価値の

提供は重要なポイントとなる。また，顧客のサー

ビス利用が増えれば，ノウハウやデータも蓄積

され，業界標準や同業他社との比較から改善点

も見つけやすくなり，顧客サービスも向上する。

これらのサービス価値を顧客の成果に結びつけ

るカスタマーサクセスに注力することで，顧客

を囲い込み，解約阻止につなげることができる。

　現在は大手，中小のベンダーが新たなサービ

スを続々と提供することで競争しているが，今

後は上記の流れのなかでサービスやベンダーの

統合が進み，利用者の支持を得たところがシェ

アを高めることになるだろう。

5.2　利用目的

　人事部門へのテクノロジーの導入は，以前は

業務の効率化が中心であったが， 近では働き

やすさの追求なども重視されている。HR テッ

クの利用目的を整理すると，次の 3 つになる。

　1 つは，人事業務の定型的な部分を自動化す

ることで効率化を図り，人はより複雑な判断を

必要とする業務に従事することで生産性向上を

目指すことである。人材を有効活用して業務の

パフォーマンスを向上させる，という観点であ

る。

　2 つ目は，従業員が生き生きと働けるように，

職場内のコミュニケーションを活性化し，従業

員満足度やモチベーションを向上させ，離職率

低下や定着率向上を図ることである。 近よく

いわれているように，従業員の職場での体験価

値向上を目指すことである15。

　3 つ目は，データを一元管理することで従業

員の特性や能力を把握し，人事や経営層，管理

層の意思決定に役立つ情報を提供することで，

マネジメントを支援することである。

　本調査においても，HR テックの主要な利用

目的は領域ごとに異なっていたが，上記の 3 つ

の視点に対応させて捉えることができる。その

中でも，共通して「モチベーション向上」が上

位の目的となっていたことは注目される（人事

評価サービスは除く）。

　組織分析サービス，個人分析サービス，社内

コミュニケーションサービスでは，第 1 位の目

的となっており，タレントマネジメントでも僅

差の 3 位であった。

　なお，タレントマネジメントサービスは従来

とは異なる目的での導入が増えているそうであ

り，これまでは有能な社員を抜てきするために

使われることが多かったが，今は従業員のモチ

ベーション管理と離職防止のために導入される

ことが多い，ということである16。

　このように，HR テックの利用目的は人事部

門の枠を超え，企業従業員のモチベーション向

上へと役割が拡大している。従業員のモチベー

ションが向上すれば仕事への意欲が高まる。こ

れに，会社の目指すべき姿や方向性への理解や

共感が加わり，帰属意識や愛着心が伴えば，自

発的に組織の目標に向けて貢献しようとする姿

勢が生じる。これが従業員エンゲージメントで

ある。エンゲージメントが 近注目されている

のは，企業業績との直接的な関係が示されてい
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るからである17。HR 総研の調査でも，HR テッ

クの追加導入を検討する企業は，新規導入とは

異なり，「エンゲージメント向上」を目的にす

ることが も多くなっている。従業員満足度の

向上は，従業員の居心地の良さを示すが，必ず

しも企業業績とは結びつかない。今後は，組織

への貢献意欲であるエンゲージメント向上を目

指して HR テックの利用が進むことが考えら

れる。

　企業規模別には，中小企業は「社員のコン

ディション把握」（個人分析サービス），「能力，

経験の見える化」（タレントマネジメントサー

ビス），「モチベーション向上」（社内コミュニ

ケーションサービス）を重視し，中堅・大企業

は「マネジメント支援」（組織分析サービス），

「候補者選定の強化」（個人分析サービス），「人

材分析」（タレントマネジメントサービス），「組

織風土改革」（社内コミュニケーションサービ

ス），「多面評価」（人事評価サービス）を重視

する傾向がみられた。大企業ほど HR テック

の利用が進んでいるため，より高度な役割を

HRテックに求めていると解釈できる。HRテッ

クを使って単に従業員のコンディションや能力

を見える化するだけでは科学的な人事は実現し

ない。大量の人事データを活用して，戦略的な

人材配置や人材分析を行うことで，経営に役立

つツールとなる。今後は人事はもとより，経営

者，管理者の意思決定を支援するＨＲテックの

活用方法がより追求され，マネジメント力向上

に大きな役割を果たすと考えられる。

5.3　利用上の課題

　利用上の課題については，どのサービス分野

でも「回答疲れ」が上位に指摘されている。

　組織分析や個人分析，タレントマネジメント

など分野ごとに年に数回のアンケート調査が行

われるだけでなく，特に個人分析サービスでは，

新の社員のコンディションを把握するための

パルスサーベイが，毎日から月数回程度までの

範囲で行われることが多く，利用者が回答に疲

れていることが見て取れる。

　人事評価サービスにおける「回答疲れ」は，

社員にとって人事や異動，評価そのものが自身

の待遇や給与に直結しており，人事評価サービ

スの利用そのものにデリケートとなり，回答す

ることに疲れるからだと考えられる。これは「利

用に抵抗感がある」において，人事評価が も

高いことからもいえる。

　 ア ン ケ ー ト の 負 担 を 軽 く す る た め に，

GEPPO のように月に一度，3 問の質問に答え

るだけで精度良く分析できるサービスもある

が，複数のサーベイに回答するとなると，やは

り疲れてしまうことになる。

　また，このようなサーベイに答えることで，

「本音を第三者に知られたくない」，「個人を特

定／類推されたくない」，「調査結果を目的外で

利用されたくない」という要望も当然出てくる。

従業員はこのような恐れがあるときは，本音の

回答をせずに，客観的に好ましい回答を恣意的

に行うことも考えられる。

　これへの対応としては，人事部門の負担軽減

だけでなく，働き方改革や自己改善など回答

者本人にもメリットのある仕組みとすること，

サービスの利用に当たっては事前に利用目的と

データ利用の範囲を明確にし，個人情報保護に

努めることなどに留意する必要がある。

　また，社内コミュニケーションサービス，人

事評価サービスでは「調査結果をチーム運営に

いかしづらい」ことも指摘された。両サービス

とも，現場の業務と直結するサービスではない

ことから，チーム運営にいかすことが難しい状

況となっている。

　一方，「操作が難しい／使い勝手がよくない」

についてはあまり大きな課題とはなっていな

かった。HR テックのサービスは使いやすいこ

とが何より大切である。どんなに高度な機能を

備えていても，ユーザーに使われなければ，デー

タも得られず，分析もできないからである。ま

ずは使ってもらうことを優先に，操作性や使い

やすさについては改良が進んでいるのであろ

う。複数のサービスが連携して提供される流

れから，今後はユーザーインタフェース（UI）

の統一感がより一層求められることになる。

　企業規模別には，中小企業では「回答疲れ」
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（個人分析サービス），「利用に抵抗感がある」（人

事評価サービス）が高くなり，中堅・大企業で

は逆に「回答疲れ」（個人分析，人事評価サー

ビス），「利用に抵抗感がある」（個人分析，社

内コミュニケーション，人事評価サービス），「結

果を目的外で使用されたくない」（社内コミュ

ニケーションサービス），「結果をチーム運営に

いかしづらい」（人事評価サービス）は低くなっ

た。これは多分に HR テックの利用経験と利

用者の意識の問題もあるように思われる。中小

企業に比べると大企業の方が利用が進んでお

り，利用経験も豊富であることから，HR テッ

クのサービスを積極的に個人または組織の改善

に生かそうとしている場合は，回答疲れや利用

への抵抗感は薄れるのではないかと思われる。

5.4　導入・運用上の課題

　導入・運営上の課題については，サービス分

野を問わず，「分析結果を活用した改善アクショ

ンの検討が難しい」と「分析結果を利用した改

善アクションの実施が難しい」が大きな課題と

なっていた。HR テックのサービスで社員のモ

チベーションの状況や組織課題が明らかになっ

たとしても，それをどのように改善アクション

につなげていくかが今後の HR テックの課題

である。単に分析結果をフィードバックするだ

けでなく，アクションを支援する機能が求めら

れる。

　改善アクションの検討や実施は，サービスを

導入する管理部門ではなく，現場ごとに行われ

ることが多い。HR テックで得られた分析結果

を現場でどのように活用するかについて，忙し

い現場をフォローするような体制づくりも必要

である。HR テックを活用できる社員が不足し

ていることも考えられるため，研修機会の提供

なども望まれる。

　サービス分野別には，組織分析サービスが他

に比べて，導入・運用上の課題が多いことが分

かった。組織分析サービスではビジョン，風土，

制度，組織環境などの状況が明らかになるが，

改善するには組織全体を巻き込む必要があると

いう点に難しさがあるのだろう。

　逆に，導入・運用上の課題が も少ないのは

タレントマネジメントサービスであった。この

サービスは，人事部門などが社員管理のために

人事情報の見える化と一元管理のために活用す

るものであり，現場のアクションを要するもの

ではなく，社員もそのすべてを見る機会はめっ

たにないため，課題があまり指摘されなかった

と考えられる。

　企業規模別には，あまり大きな差異は見られ

なかったが，中小企業で「社員の利用が進まな

い」（組織分析サービス），「分析結果を活用し

た改善アクションの検討が難しい」（人事評価

サービス）が高くなり，大企業では逆に「分析

結果を活用した改善アクションの実施が難し

い」，「社員の利用が進まない」（組織分析サー

ビス），「分析結果を活用した改善アクションの

検討が難しい」（人事評価サービス）が低くなっ

た。大企業では，導入・運営上の課題も少なく

なる傾向があるといえそうである。

5.5　満足度

　HR テックを利用している人の満足度は非常

に高いことが明らかになった。「非常に満足し

ている」と「満足している」の合計は，8 割前

後に達する（タレントマネジメントサービスは

7 割弱）。

　タレントマネジメントサービスは利用が一番

進み，利用上，導入・運営上の課題も少なかっ

たが，満足度はやや低くなっているのが興味深

い。タレントマネジメントは人事の主要な業務

であり，人事プロセスに共通の基盤となるデー

タベースサービスを提供することから，サービ

スに対する期待値が大きいことが考えられる。

　企業規模別には，従業員 300 人未満の企業で

「非常に満足している」割合が顕著に高くなっ

た。この規模の中小企業では人事業務は担当者

の経験やスキルをもとに，紙や Excel などのア

プリケーションを使って管理しているのが一般

的であろう。そのため，SaaS による 新テク

ノロジーによるサービスは，人事業務の効率化

に非常に効果があったことがうかがえる。現在

は中小企業の HR テックの利用は大企業に比
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べると遅れているが，企業側に期待を超える価

値を提供できている可能性があり，今後の利用

が進むことが十分に考えられる。

6 ．おわりに

　本研究は，企業従業員に対するアンケート調

査を基に，HR テックの利用状況，利用目的，

利用上および導入・運営上の課題，満足度につ

いて明らかにし，利用実態について考察したも

のである。

　HR テックは欧米企業を中心に利用が進んで

いたが，ここ数年は日本でも関心の高まりをみ

せている。現在の利用状況は大企業を中心に 2

割程度の利用率と考えられるが，潜在的な需要

は高く，新型コロナウィルスによる一時的な影

響があったとしても，今後とも利用は加速して

いくだろう。

　深刻な労働力不足や働き方改革を背景に，人

事業務を効率的に進めたい，という要望は強

い。HR テックは人事部門の効率化だけでなく，

人事部門の外にいる従業員のモチベーション向

上や組織エンゲージメント向上へと役割を拡大

している。現場の改善アクションを促し，チー

ム運営にいかすことや，部門横断的に人材を戦

略的に配置して経営のニーズに応えることも求

められる。今では人事業務だけでなく，現場の

パフォーマンスと経営効果を上げることが HR

テックに求められているのである。

　一方，HR テックをベンダー側（事業者側）

からみれば，既存大手に加え，中小ベンチャー

も次々と参入して多くの種類が乱立している状

態である。競争が非常に激しいために，今後は

淘汰も進むであろう。そのきっかけとなる動き

がサービスの連携化である。

　ベンダー各社は個別のサービスを連携させ，

ワンストップサービスとして提供することで，

新しい価値を生み出し，顧客を囲い込もうとし

ている。顧客企業にとって同種のサービスは 1

つあれば十分であるから，ベンダー側としても

顧客企業に選んでもらえるように，カスタマー

サクセスをより強化していくことが必要であ

る。今後は顧客企業の信頼を勝ち得たベンダー

が生き残るステージに入っていくだろう。

　本研究はアンケート調査によって我が国の

HR テックの利用実態についてその一端を明ら

かにしたものであるが，もちろん課題も多々残

されている。

　まず，HR テックについてすべてのサービス

分野について調査できなかったことが挙げられ

る。企業のニーズが高い求人・採用の分野や，

給与管理など労務管理の分野については十分な

調査ができていない。今後は企業の人事責任者

または担当者を対象として，サービス全般につ

いて調査する必要性を感じている。

　次に，本調査の分析は，全体集計と従業員規

模別のクロス集計結果を用いた分析に留まって

おり，調査データのさらなる分析が必要である。

また，本研究で見出された傾向などが実態を反

映しているかは，統計的な検討を加え，確認す

る必要がある。

　さらに，HR テックの分野は変化が激しい

ため，継続的な調査の必要性もある。本調査

は 2020 年 3 月時点の実態を示すものであるが，

その後，新しいサービスの出現や新型コロナ

ウィルスの影響という環境変化もあった。HR

テックをめぐる状況は既に変わっている可能性

もあるために，継続的な調査を行い，変化を追

跡したい。

　しかしながら，本研究は日本企業の HR テッ

クの現状を把握するためのデータは提供できた

のではないかと考えている。HR テックの利用

動向と技術の発展については引き続き注視して

いきたい。
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